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答 申 案 件 の 概 要

件 名 平成24年度青森県防災ボランティアコーディネーター養成研修会に関する文書についての一部開示決定処分に対する異議申立て

（情報公開・個人情報保護審査会答申第20号）

経 開示請求年月日 平成24年11月16日 異議申立て年月日 平成25年１月25日 担 開 示 決 定 等 防災消防課

当

緯 開示決定等年月日 平成24年11月30日 諮 問 年 月 日 平成25年２月25日 課 異 議 申 立 て 防災消防課

対 象 行 政 文 書 平成24年度青森県防災ボランティアコーディネーター養成研修会に関する次の文書

① 開催に関する起案文書（以下「本件行政文書１」という。）

② 主催者挨拶等の作成に関する起案文書（以下「本件行政文書２」という。）

③ 開催のお知らせのホームページ掲載に関する起案文書（以下「本件行政文書３」という。）

④ 支出負担行為及び支出伺い（以下「本件行政文書４」という。）

本 件 処 分 の 内 容 一部開示決定（本件行政文書１、本件行政文書２及び本件行政文書３は全部開示、本件行政文書４は一部開示）

（不開示部分）

本件行政文書４のうち、

①講師への謝金単価の根拠とした公署名（以下「本件情報１」という。）

②旅費等計、内訳の一部及び積算に当たっての路程（距離）（以下「本件情報２」という。）

（不開示理由）

青森県情報公開条例（平成11年12月青森県条例第55号。以下「条例」という。）第７条第３号（個人情報）該当

①本件情報１

謝金単価の根拠とした公署名を開示した場合には、当該公署が定期的に開催している研修会等のカリキュラムなどの情報と謝金単価とを照合することにより、当該研修

会等の講師の収入に関する情報が識別でき、個人の権利利益を害することとなるため。

②本件情報２

その情報を照合すると、講師の住所を推測することが可能となるため。

異議申立ての趣旨 行政文書一部開示決定通知書により、開示しない部分の開示を求める。

さらに、行政文書開示請求書で開示請求をした行政文書で、開示決定されていない部分の開示決定を求める。

審 査 会 の 結 論 青森県知事（以下「実施機関」という。）が、一部開示決定処分において、別表記載の文書のうち文書１から文書５まで及び文書11から文書14までを特定しなかったこと

は、妥当ではなく、実施機関は、これらの文書について、改めて条例第11条第１項又は第２項の決定を行うべきである。

また、実施機関は、一部開示決定処分において不開示とした部分のうち、講師への謝金単価の根拠とした公署名については開示することが妥当である。

審査会の判断要旨

１ 本件開示請求に係る行政文書の特定について

(1) 「(1) 「(1) 「(1) 「同研修会同研修会同研修会同研修会のののの講師講師講師講師のののの報酬及報酬及報酬及報酬及びびびび旅費等旅費等旅費等旅費等のののの額額額額（（（（補助金補助金補助金補助金をををを含含含含むむむむ。。。。））））とととと支出額支出額支出額支出額のののの根拠根拠根拠根拠をををを定定定定めためためためた行政文書行政文書行政文書行政文書」」」」についてについてについてについて

実施機関は、別表記載の文書を当審査会に提出した上で、「「支出命令票」よりも「支出負担行為及び支出伺い」（本件行政文書４・執行伺）の方が、講師の報酬の算出方法等が詳細に記載
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されているため、「支出負担行為及び支出伺い」がこれに該当すると判断したことから、文書１から文書５までについては、開示請求に係る行政文書として特定せず、開示しなかった」、「文

書11から文書14までについては、「支出負担行為及び支出伺い」に附属する参考資料であると判断したことから、開示請求に係る行政文書として特定せず、開示しなかった」旨述べている。

しかしながら、開示請求書記載開示請求書記載開示請求書記載開示請求書記載の「同研修会の講師の報酬及び旅費等の額（補助金を含む。）と支出額の根拠を定めた行政文書」にににに該当該当該当該当するするするする行政文書行政文書行政文書行政文書がががが複数複数複数複数あるあるあるある場合場合場合場合にはにはにはには、、、、その一部の行政

文書だけを特定するのではなく、該当該当該当該当するするするする全全全全てのてのてのての行政文書行政文書行政文書行政文書をををを特定特定特定特定すべきであるすべきであるすべきであるすべきである。

開示請求書記載開示請求書記載開示請求書記載開示請求書記載のののの「「「「報酬及報酬及報酬及報酬及びびびび旅費等旅費等旅費等旅費等のののの額額額額」」」」はははは、、、、「執行伺」に係る支出予定額だけではなく、「「「「支出負担行為票支出負担行為票支出負担行為票支出負担行為票」」」」及及及及びびびび「「「「支出命令票支出命令票支出命令票支出命令票」」」」にににに係係係係るるるる支出確定額支出確定額支出確定額支出確定額もももも含含含含まれるとまれるとまれるとまれると解解解解するべきでするべきでするべきでするべきで、、、、支出確定

額が記載された支出命令票も本件開示請求本件開示請求本件開示請求本件開示請求にににに係係係係るるるる行政文書行政文書行政文書行政文書にににに該当該当該当該当するものとするものとするものとするものと認認認認められるめられるめられるめられる。

よって、支出命令票及支出命令票及支出命令票及支出命令票及びそのびそのびそのびその添付書類添付書類添付書類添付書類についてはについてはについてはについては、、、、既既既既にににに開示済開示済開示済開示済みのみのみのみの本件行政文書本件行政文書本件行政文書本件行政文書４を４を４を４を含含含含めてめてめてめて全全全全てててて特定特定特定特定されるべきでありされるべきでありされるべきでありされるべきであり、、、、別表記載別表記載別表記載別表記載のののの文書文書文書文書のうちのうちのうちのうち、、、、本件行政文書本件行政文書本件行政文書本件行政文書４に４に４に４に該当該当該当該当するするするする文書文書文書文書６から６から６から６から文文文文

書10書10書10書10までまでまでまで以外以外以外以外のののの、、、、文書文書文書文書１から１から１から１から文書文書文書文書５まで５まで５まで５まで及及及及びびびび文書11文書11文書11文書11からからからから文書14文書14文書14文書14までについてもまでについてもまでについてもまでについても、、、、本件開示請求本件開示請求本件開示請求本件開示請求にににに係係係係るるるる行政文書行政文書行政文書行政文書としてとしてとしてとして特定特定特定特定すべきであるものとすべきであるものとすべきであるものとすべきであるものと認認認認められるめられるめられるめられる。

(2) 「(2) 「(2) 「(2) 「同研修修了者同研修修了者同研修修了者同研修修了者にににに対対対対するするするする処置処置処置処置（（（（修了書交付等修了書交付等修了書交付等修了書交付等））））をををを定定定定めためためためた行政文書行政文書行政文書行政文書」」」」についてについてについてについて

実施機関は、「修了書交付が例示されていたため、これに類する処置を定めた行政文書として、開催要項に「修了者は修了者名簿に登録する」旨記載していることから、「開催に関する起

案文書」（本件行政文書１）及び「開催のお知らせのホームページ掲載に関する起案文書」（本件行政文書３）を開示請求に係る行政文書と特定し、開示決定した」と主張している。

当審査会が本件行政文書１及び本件行政文書３を見分したところ、平成24年度青森県防災ボランティアコーディネーター養成研修会（以下「本件研修会」という。）の修了者は、「防災ボ

ランティアコーディネーター養成研修修了者名簿」（以下「本件名簿」という。）に登録する旨の記載が認められた。

実施機関は、「「同研修修了者に対する処置（修了書交付等）を定めた行政文書」について、「処置」とは、「研修修了者について修了者名簿に登録する」こと、「処置を定めた行政文書」と

は、「研修修了者について修了者名簿に登録することを規定した行政文書」であると判断した、同名簿については、「処置された（研修修了者について修了者名簿に登録された）行政文書」

であり、「処置を定めた行政文書」には当たらないと判断したことから、同名簿を開示請求に係る行政文書として特定しなかった」旨述べている。

本件開示請求本件開示請求本件開示請求本件開示請求はははは、、、、「「「「同研修修了者同研修修了者同研修修了者同研修修了者にににに対対対対するするするする処置処置処置処置（（（（修了書交付等修了書交付等修了書交付等修了書交付等））））をををを定定定定めためためためた行政文書行政文書行政文書行政文書」」」」についてなされたものであるについてなされたものであるについてなされたものであるについてなされたものであること、一方、本件名簿本件名簿本件名簿本件名簿はははは、、、、同研修修了者同研修修了者同研修修了者同研修修了者についてについてについてについて登録登録登録登録されたされたされたされた行政文書行政文書行政文書行政文書であであであであ

りりりり、、、、「「「「同研修修了者同研修修了者同研修修了者同研修修了者にににに対対対対するするするする処置処置処置処置がされたがされたがされたがされた文書文書文書文書」」」」そのものであるとそのものであるとそのものであるとそのものであると認認認認められるめられるめられるめられることから、本件名簿は、「同研修修了者に対する処置を定めた行政文書」には該当しないものと認められる。

なお、本件行政文書１及び本件行政文書３における、本件研修会の修了者を本件名簿に登録する旨の記載は、同研修修了者に対する処置を定めたものであり、これらは「同研修修了者に

対する処置を定めた行政文書」に該当するものと認められる。

よって、実施機関実施機関実施機関実施機関がががが、、、、本件名簿本件名簿本件名簿本件名簿についてについてについてについて「「「「同研修修了者同研修修了者同研修修了者同研修修了者にににに対対対対するするするする処置処置処置処置をををを定定定定めためためためた行政文書行政文書行政文書行政文書」」」」にににに該当該当該当該当しないとしてしないとしてしないとしてしないとして本件開示請求本件開示請求本件開示請求本件開示請求にににに係係係係るるるる行政文書行政文書行政文書行政文書としてとしてとしてとして特定特定特定特定しなかったことしなかったことしなかったことしなかったこと、、、、及及及及びびびび「「「「同研修修了同研修修了同研修修了同研修修了

者者者者にににに対対対対するするするする処置処置処置処置をををを定定定定めためためためた行政文書行政文書行政文書行政文書」」」」としてとしてとしてとして本件行政文書本件行政文書本件行政文書本件行政文書１１１１及及及及びびびび本件行政文書本件行政文書本件行政文書本件行政文書３を３を３を３を特定特定特定特定したことはしたことはしたことはしたことは相当相当相当相当であるとであるとであるとであると認認認認められるめられるめられるめられる。

２ 不開示情報該当性（条例第７条第３号）について

(1) 本件情報(1) 本件情報(1) 本件情報(1) 本件情報１について１について１について１について

アアアア 「「「「平成平成平成平成○○○○年度年度年度年度のののの研修講師研修講師研修講師研修講師」」」」についてについてについてについて

実施機関は、「平成○年度の当該公署の研修講師のうち県内大学助教授の謝金単価によって謝金が支払われた者がいる」、「当該公署が実施する研修に関する情報が記載された冊子は、平

成○年度と平成△年度のものが県内の図書館に所蔵されている、当該冊子には、当該年度の研修計画のほか、前年度の研修実績が掲載されている」旨述べるとともに、平成○年度と平成

△年度の当該冊子を当審査会に提出した。

そこで、当審査会が平成平成平成平成○○○○年度年度年度年度とととと平成平成平成平成△△△△年度年度年度年度のののの当該冊子当該冊子当該冊子当該冊子をををを見分見分見分見分したところしたところしたところしたところ、、、、これらには当該年度当該年度当該年度当該年度のののの研修計画及研修計画及研修計画及研修計画及びびびび前年度前年度前年度前年度のののの研修実績研修実績研修実績研修実績がががが掲載掲載掲載掲載されていることはされていることはされていることはされていることは認認認認められためられためられためられた。。。。しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら、、、、そ

の掲載内容に関し、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの研修計画研修計画研修計画研修計画はあくまではあくまではあくまではあくまで研修研修研修研修のののの計画計画計画計画であってであってであってであって実績実績実績実績ではないことではないことではないことではないこと、、、、さらに前年度前年度前年度前年度のののの研修実績研修実績研修実績研修実績にはにはにはには研修日時研修日時研修日時研修日時（（（（時間数時間数時間数時間数））））はははは掲載掲載掲載掲載されていないことされていないことされていないことされていないこと、、、、また、平成平成平成平成○○○○年度年度年度年度

当時当時当時当時のののの当該公署当該公署当該公署当該公署におけるにおけるにおけるにおける県内大学助教授県内大学助教授県内大学助教授県内大学助教授のののの謝金単価謝金単価謝金単価謝金単価がががが現行単価現行単価現行単価現行単価とととと同単価同単価同単価同単価かどうかはかどうかはかどうかはかどうかは、、、、通常入手通常入手通常入手通常入手しししし得得得得るるるる情報情報情報情報ではないことからではないことからではないことからではないことから、、、、本件情報本件情報本件情報本件情報１を１を１を１を開示開示開示開示したしたしたした場合場合場合場合にににに、、、、当該公署当該公署当該公署当該公署がががが開催開催開催開催するするするする研修会等研修会等研修会等研修会等

のののの講師講師講師講師のののの収入収入収入収入にににに関関関関するするするする情報情報情報情報をををを識別識別識別識別することができるとすることができるとすることができるとすることができると認認認認めることはできないめることはできないめることはできないめることはできない。

イイイイ 「「「「将来将来将来将来のののの研修講師研修講師研修講師研修講師」」」」についてについてについてについて

実施機関は、「講師への謝金単価の根拠とした公署名を開示してしまうと、翌年度以降に県内大学助教授の支給実績が生じた場合、その時点で特定の講師謝礼金額が識別される可能性を

生じることとなる」、「開示時点では「特定の者」が確定していないが、将来の研修講師に係る個人情報についても保護を図る必要がある」旨述べている。しかしながら、条例第条例第条例第条例第７７７７条第条第条第条第３３３３
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号号号号のののの規定規定規定規定はははは、、、、「「「「特定特定特定特定のののの個人個人個人個人」」」」にににに関関関関するするするする情報情報情報情報についてのについてのについてのについての不開示情報不開示情報不開示情報不開示情報としてのとしてのとしてのとしての要件要件要件要件をををを定定定定めたものでありめたものでありめたものでありめたものであり、、、、開示決定時開示決定時開示決定時開示決定時においてにおいてにおいてにおいて「「「「特定特定特定特定のののの個人個人個人個人」」」」がががが存在存在存在存在しないしないしないしない場合場合場合場合はははは、、、、本件情報本件情報本件情報本件情報１が１が１が１が同号同号同号同号にににに該当該当該当該当するもするもするもするも

のとのとのとのと認認認認めることはできないめることはできないめることはできないめることはできない。

ウウウウ 以上以上以上以上からからからから、、、、本件情報本件情報本件情報本件情報１は１は１は１は、、、、条例第条例第条例第条例第７７７７条第条第条第条第３３３３号号号号にににに該当該当該当該当しないとしないとしないとしないと認認認認められるめられるめられるめられる。

(2) 本件情報(2) 本件情報(2) 本件情報(2) 本件情報２について２について２について２について

ア 実施機関は、「「住所又は居所」欄に記載されている住所又は居所について、それ自体を個人の住所と判断したため、不開示とした」旨述べている。

イイイイ 「「「「住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所」」」」欄欄欄欄のののの記載記載記載記載についてについてについてについて

本件対象文書本件対象文書本件対象文書本件対象文書４では４では４では４では本件研修会本件研修会本件研修会本件研修会のののの講師講師講師講師のののの氏名氏名氏名氏名についてはについてはについてはについては開示開示開示開示されているのでされているのでされているのでされているので、、、、「「「「住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所」」」」欄欄欄欄にににに記載記載記載記載されているされているされているされている住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所はははは、、、、本件研修会本件研修会本件研修会本件研修会のののの講師講師講師講師のののの個人個人個人個人にににに関関関関するするするする情報情報情報情報にににに該当該当該当該当するするするする。。。。

よってよってよってよって、、、、当該住所又当該住所又当該住所又当該住所又はははは居所居所居所居所はははは、、、、特定特定特定特定のののの個人個人個人個人をををを識別識別識別識別することができるすることができるすることができるすることができる情報情報情報情報にににに該当該当該当該当するとするとするとすると認認認認められるめられるめられるめられる。。。。

ウウウウ 「「「「住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所」」」」欄以外欄以外欄以外欄以外のののの各項目各項目各項目各項目（（（（「「「「路程(路程(路程(路程(km)km)km)km)」」」」欄欄欄欄、、、、「「「「運賃(円)運賃(円)運賃(円)運賃(円)」」」」欄欄欄欄、、、、「「「「そのそのそのその他(円)他(円)他(円)他(円)」」」」欄欄欄欄、、、、旅費旅費旅費旅費のののの「「「「計(円計(円計(円計(円））））」」」」欄及欄及欄及欄及びびびび「「「「合計支給額(円)合計支給額(円)合計支給額(円)合計支給額(円)」」」」欄欄欄欄））））のののの記載記載記載記載についてについてについてについて

「住所又は居所」欄以外の各項目に記載されている情報についても、そのそのそのその一部一部一部一部でもでもでもでも開示開示開示開示したしたしたした場合場合場合場合にはにはにはには、、、、既既既既にににに開示済開示済開示済開示済みのみのみのみの情報及情報及情報及情報及びびびび公公公公にされているにされているにされているにされている他他他他のののの情報情報情報情報とととと照合照合照合照合することによりすることによりすることによりすることにより、、、、特定特定特定特定のののの地地地地

域又域又域又域又はははは特定特定特定特定のののの交通機関交通機関交通機関交通機関のののの拠点拠点拠点拠点のののの場所場所場所場所がががが明明明明らかになりらかになりらかになりらかになり、、、、そのそのそのその結果結果結果結果、、、、本件研修会本件研修会本件研修会本件研修会のののの講師講師講師講師のののの住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所がががが明明明明らかになるらかになるらかになるらかになる。。。。よってよってよってよって、、、、「「「「住所又住所又住所又住所又はははは居所居所居所居所」」」」欄以外欄以外欄以外欄以外のののの各項目各項目各項目各項目にににに記載記載記載記載されているされているされているされている情報情報情報情報はははは、、、、本本本本

件研修会件研修会件研修会件研修会のののの講師講師講師講師のののの個人個人個人個人にににに関関関関するするするする情報情報情報情報にににに該当該当該当該当しししし、、、、かつかつかつかつ、、、、特定特定特定特定のののの個人個人個人個人をををを識別識別識別識別することができるすることができるすることができるすることができる情報情報情報情報にににに該当該当該当該当するとするとするとすると認認認認められるめられるめられるめられる。

エエエエ 以上以上以上以上からからからから、、、、本件情報本件情報本件情報本件情報２は２は２は２は、、、、条例第条例第条例第条例第７７７７条第条第条第条第３３３３号号号号にににに該当該当該当該当するとするとするとすると認認認認められるめられるめられるめられる。。。。

＜＜＜＜結論結論結論結論＞＞＞＞

以上のとおり、実施機関が当審査会に提出した別表記載の文書のうち文書１から文書５まで及び文書11から文書14までは、本件開示請求に係る行政文書に該当し、また、本件情報１は条例第

７条第３号に該当せず、本件情報２は同号に該当する。
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別表

同研修会の講師の報酬及び旅費等の額 補助金を含む と支出額の根拠を定めた行政文「 （ 。）

書」に関して、実施機関が当審査会に提出した文書

（ 、 、 ）※文書６から文書10までは 本件処分において本件行政文書４として特定し 開示済み

文書１ 支出命令票（講師謝金）

文書２ 支出命令票（講師旅費）

文書３ 支給仕訳書・旅費命令（依頼）及び旅費等請求・受領書（精算額入り）

文書４ 支出負担行為票（講師謝金）

文書５ 支出負担行為票（講師旅費）

文書６ 支出負担行為及び支出伺い（執行伺 （起案用紙））

文書７ 支出負担行為及び支出伺い（執行伺 （起案理由））

文書８ 支給仕訳書・旅行命令（依頼）及び旅費等請求・受領書（精算額なし）

文書９ 委任状（講師Ａ）

文書10 委任状（講師Ｂ）

文書11 講師の経路（講師Ｂ）

文書12 講師の経路（講師Ａ）

文書13 謝金単価の根拠とした公署の講師への謝金単価一覧表

文書14 平成24年度青森県防災ボランティアコーディネーター養成研修会開催要項


